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設　　計　　書

設計額 　一金 円也

工 事

概 要

調査　令和  8 年 8 月

設計　令和  8 年 8 月

別　　紙　　内　　訳　　書　　の　　と　　お　　り

工 事 場 所 氷見市 北大町  地内　
工 事 名

家屋解体　１棟　一式

工期：令和   8   年　12　月　25　日まで

特定空家解体撤去工事（略式代執行）



内　　訳　　書

備　　　　考

直接工事費

間接工事費

工事費計

消費税相当額

合      計

－　氷見市　－



工　事　費　明　細　書

工種又は種目 規格又は材料形状寸法 数量 単位 単価(円) 金額(円) 摘　　要

直接工事

１.　家屋解体工事 1 式

計

-　氷見市　-



工　事　費　明　細　書

工種又は種目 規格又は材料形状寸法 数量 単位 単価(円) 金額(円) 摘　　要

くさび緊結式　手すり先行
W=600　１ヶ月
メッシュシート張り

分別解体、積込、運搬、
処分　共
現場敷均し、整地含む

分別、搬出、処分　共

往復

１階：漆喰１、砂壁１

２階：砂壁１、断熱材１　計４

合計

　アスベスト事前調査 4 箇所

　解体用重機　回送費 2 回

289 ㎡

　家屋内残置物処分 24.0 ㎥

　　上屋・基礎解体工

　足場養生シート 110 ｍ

　外部足場 110 ㎡

１.　家屋解体工事

　木造瓦葺き家屋解体

-　氷見市　-



特 記 事 項
№

日 　 付 縮 　 尺図 　 　 名

工  事  名

A-01

特定空家解体撤去工事（ 略式代執行）

平面図・ 仕上げ表 １ /150
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フ ロ ーリ ング 板張り ( 棹天井)

内部仕上げ表

外部仕上げ表

屋根 外壁

瓦葺き ト タ ン

砂壁　 ※

砂壁　 ※

漆喰　 ※

砂壁　 ※

砂壁　 ※

※印の仕上げ材及び屋根裏断熱材についてはアス ベス ト 含有調査を 実施する こ と ( その他必要な箇所は協議によ る )

案内図

工事場所

　
　■工事概要

　・木造瓦葺き家屋（延床面積289㎡）　解体撤去　一式
　　最高高さ　約8ｍ、軒高　約6ｍ

　・残置物撤去　２４㎥
　　※見込みであり、必要に応じ協議します

　・アスベスト調査　４か所
　

飛散防止対策として足場及びメッシュシート張りとする



（平成24年版）」（以下、「解体共通仕様書」という。）により、解体共通仕様書に記載されていない事項は、

※ 適用する　（「工事カルテ受領書」の写しを提出）

 工事名称

DATE CHECK DRAW SCALE

 図面名称

ない場合又は工事に使用する資材等について県内地場産品を使用しない場合は、あらかじめ、「下

請契約における県内企業及び県内地場産品の不採用調書」を監督員に提出しなければならない。

  受注者は、工事の施工に関する下請契約において富山県内に本社・本店を置くものの中から選定し

ガスクロマトグラフ法

採取

分析 高速液体クロマトグラフ（ＨＰＬＣ）

※採取法はパッシブ型採取機器により行う。

  8　設備工事との取合い 設備機器の位置、取合い等の検討できる施工図を提出し、監督職員の承諾を受ける。

※ 図示  　・ 設計ＧＬ＝現状ＧＬ

誘導体固相吸着/溶媒抽出法

  9　設計ＧＬ

・ 施工図　・保全に関する資料

仕 様 書

地名 敷地面積

用途地域

構造

建築面積

屋根仕上

外壁仕上

防火地域

階数

延べ面積

１．工事名称

２．工事場所

３．建物概要

m2

m2m2

造 階建

建築物の用途（建築基準法）

耐火建築物等の別　　・耐火建築物　・準耐火建築物（・イ　・ロ－１　・ロ－２）　・その他

　　　・印と※印の付いた場合は、共に適用する。

　　　・印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。

（２）特記事項は、・印の付いたものを適用する。

（１）項目は、番号に○印の付いたものを適用する。

２．特記仕様

Ⅱ 建築工事仕様

１．共通仕様

４．工事範囲

耐震安全性の分類 構造体　　・Ⅰ類　・Ⅱ類　・Ⅲ類　　（重要度係数　・1.5　・1.25　・1.0）

建築非構造部材　　・Ａ類（出入口扉除く）　・Ｂ類　

最高高さ 最高軒高さ 居室床高さ cmm m

基礎形式 地盤の設計長期許容支持力度 KN/㎡

垂直積雪量 m

（３）製造所名は、五十音順とし「株式会社」等の記載は省略する。また（　）内は製品名等を示す。

（官庁施設の総合耐震・対津波計画基準）

Ⅰ 工事概要

「富山県土木工事共通仕様書」1-1-1-48個人情報取扱特記事項による。

項　　目章

一

般

共

事

通

 1　工事実績情報の登録

 4　環境への配慮

 3　個人情報の取扱い

 2　下請関係の適正化 本工事を下請けに付す場合は､「建設工事の下請関係の適正化に関する留意事項」を遵守すること。

(1)　建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を有すると共に、次

　 ①　合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ、パーティクル

　 の①から④を満たすものとする。

特　　記　　事　　項

1-1

山県内に本社・本店を置くものの中から選定するよう努めなければならない。

※ 不採用調書の提出

低振動型建設機械を使用するものとする。

 15　現場代理人の工事現場

   における常駐を要しない

   期間

　次のいずれかに該当し、かつ、発注者との連絡体制が確保されると認めた場合には、工事現場に

おける常駐を要しない期間として取り扱う。

(2)　工事の全部の施工を一時中止している期間

(3)　上記に掲げる期間のほか、工事現場において作業等がおこなわれていない期間

  7　発生材の処理等 ※発生材は構外搬出処分とし、その費用も含め元請業者自らの責任において適正に処理するものと

　する。

  8　解体工事等 ・再資源利用計画書等作成及び提出

・建設リサイクル法対象工事

・特定建設資材廃棄物の種類：　　　　

・再資源化施設の場所：　　　　　

  9　電気保安技術者

 10　監督職員事務所

・　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

 11　工事用水 構内既存の施設　※利用できない　・利用できる（※有償　・無償）

 12　工事用電力 構内既存の施設　※利用できない　・利用できる（※有償　・無償）

 13　工事用仮設物 構内設置　・できる　・できない

 14　施工機械

・現場説明書による

※運搬、処分委託契約書の写しの提出

※マニフェスト管理一覧表の提出

・マニフェスト（A票、B2票、D票、E票）の写しの提出

・引渡しを要するもの（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・再利用を図るもの（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・特別管理産業廃棄物の種類（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・同上処理方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・分別を図るもの（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・再資源化を図るもの（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※適用する

(1)　契約締結後、現場事務所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間

　　者の専任を要しない期間

   　後片付け等のみが残っている期間

(4)　(1)又は(2)に類した理由で、工事が不稼働である期間

(3)　工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）、事務手続、

(5)　橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等の工場製作を含む工事であって、工場製作のみが行

   　われている期間

(2)　自然災害の発生又は埋蔵文化財調査等により、工事を全面的に一時中止している期間

(1)　請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間

　労働安全衛生法等に基づき行う日々の安全教育のほか、すべての作業員を対象に、工事現場に即し

た安全教育・訓練等を、月当たり半日以上の頻度で実施するものとする。

「富山県土木工事共通仕様書」1-1-1-30　工事中の安全確保

　 社会性等の実施

　受注者は、工事施工において、施工条件等への対応や自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する

項目、または地域社会への貢献として評価できる項目に関する事項について、工事完成時までに「富

山県請負工事成績評定要領第4第7項に定める様式により提出することができる。

　 な介入を受けた場合の

　 措置

これを拒否し、不当な介入があった時点で速やかにその旨を監督職員に報告するとともに、警察に届

け出なければならない。また、下請業者に対しては、暴力団関係者から不当な介入を受けた場合には

速やかにその旨を報告するよう指導し、下請業者から報告を受けた受注者は、速やかにその旨を監督

職員に報告するとともに、警察に届け出なければならない。

   おける技術者の増員等

１　工事に係る入札の結果、調査基準価格に満たない価格をもって入札をした者が受注者となった場

　る。

　合における技術者の配置については、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定めることによ

(1)　建設業法の規定により技術者の専任配置が義務付けられる工事の場合

　　 専任配置が義務付けられている技術者とは別に、同法の規定により監理技術者の配置が義務付

　 けられる工事にあっては監理技術者の資格を有する者を、それ以外の工事にあっては主任技術者

 　　協力

　公共工事労務費調査等の対象工事となった場合は、監督職員の指示により必要な協力をしなければ

ならない。(富山県土木工事共通仕様書 1-1-1-13)

 16 主任技術者又は監理技術

 17　安全教育・訓練の実施

 18　調査・試験に対する

 19　工事特性・創意工夫

 20　暴力団関係者から不当

 21　低入札となった場合に

要しない。

　次のいずれかに該当し、かつ、その期間が書面により明確となっている場合については、専任を

　受注者は、本工事を施工するに当たり、暴力団関係者から不当な介入を受けた場合は、断固として

項

１

  5　材料の品質等

 　　　ボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、保温材、緩衝材、断熱材、塗料、

　　　 仕上げ塗材は、アセトアルデヒド及びスチレンを発散しない又は発散が極めて少ない材料で、

　　　 設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用する。

(2)　設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分において、「規制対象外」とは次の

　 ①又は②に該当する材料を指し、同区分「第三種」とは次の③又は④に該当する材料を指す。

　 ①　建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第一種、第二種及び第三種ホルムアルデヒド発

　 ②　接着剤及び塗料は、トルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が少ない材料を使用する。

　 ③　接着剤は可塑性（フタル酸ジ-ｎ-ブチル及びフタル酸ジ-２-エチルヘキシル等を含有しない

 　　　難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていない材料を使用する。

 　④　①の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器類は、ホルムアルデヒド、ア

 　　　セトアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発散が極めて少ない材料を使用したものとする。

　　　 散建築材料以外の材料

　 ②　建築基準法施行令第20条の７第４項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

　 ③　建築基準法施行令第20条の７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド発散建築材料

　 ④　建築基準法施行令第20条の７第３項の規定により国土交通大臣の認定を受けた材料

(1)　本工事に使用する材料は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有すべき品質及び性能を

　 有するものとする。

(2)　商品名が記載された材料は、当該商品又は同等品を使用するものとし、同等品を使用する場合

　 は監督員の承諾を受ける。

(3)　標仕に記載されていない特別な材料の工法については、材料製造所の指定する工法とする。

(4)　本工事に使用する材料のうち、(5)に指定する材料の製造業者等は、次の①から⑥すべての事項

　 を満たすものとし、この証明となる資料又は外部機関が発行する品質及び性能等が評価されてこと

　 を示す書面を提出して監督員の承諾を受ける。ただし、製造業者等が記載されているものは、証明

　 となる資料等の提出を省略することができる。

　 ①　品質及び性能に関する試験データを整備していること。

　 ②　生産施設及び品質の管理を適切に行っていること。

　 ③　安定的な供給が可能であること。

　 ④　法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。

　 ⑤　製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

　 ⑥　販売、保守等の営業体制を整えていること。

(5)　製造業者等に関する資料の提出を求める材料

　　 無収縮グラウト材、乾燥式保護材、既製調合モルタル、既製調合目地材、錠前類、クローザ類、

　 自動扉機構、自閉式上吊り引戸機構、防水剤、現場発泡断熱材、フリーアクセスフロア、

　 屋上緑化システム、エポキシ樹脂、ポリマーセメントモルタル

※ 地場産品の優先使用

　受注者は、工事に使用する資材等について、品質が水準以上であり、かつ価格が適正である場合

には県内地場産品（建設資材又は製品等で、県内で最終製造工程が施されたもの又は県内に本社

本店を置く取扱業者から調達したものをいう。）を優先使用するものとする。

※ 県内企業の優先選定等

  受注者は、工事に係る下請契約又は資材等納入契約を締結する場合には、当該契約の相手方は富

  6　地場産品の優先

   使用等

   重量シャッター、軽量シャッター、オーバーヘッドドア、可動間仕切、トップライト、鋳鉄製ふた

　 床型枠用鋼製デッキプレート、鉄骨柱下無収縮モルタル、ルーフドレン、吸水調整材、

　 移動間仕切、トイレブース、煙突用成形ライニング材、天井点検口、床点検口、グレーチング、

　 になり得る資格を有する者を１人、専任にて配置するものとする。この場合において、これらの

　 工事に配置する技術者は、受注者と３ヶ月以上の雇用関係がある者に限る。

　　 同法の規定により配置が義務付けられている技術者を、専任にて配置するものとする。

２　１の(1)により別に配置される技術者は、監理技術者等を補助し、監理技術者等と同様の職務を

　行うものとする。

 1　足場その他 

外部足場の設置に当たっては、「「手すり先行工法に関するガイドライン」について」（厚生労働

省　基発第0424001号平成21年4月24日）」の「手すり先行工法等に関するガイドライン」の別紙１

「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における2の(2)手すり据置方式又は(3)手

すり先行専用足場方式により行う。

防護ｼｰﾄ等による養生

・設置しない

なお、出入口等の上部は必要に応じて防護棚を設ける。

材料、撤去材等の運搬　・Ａ種　※Ｂ種　・Ｃ種　・Ｄ種　・Ｅ種

※設置する　　　・養生ｼｰﾄ　　・ﾈｯﾄ状養生ｼｰﾄ　　・防音ｼｰﾄ　　・防音ﾊﾟﾈﾙ　　・　

 2　既存部分の養生

（改修工事の場合）

既存部分の養生方法　　※ﾋﾞﾆｰﾙｼｰﾄ等　

既存家具等の養生方法　※ﾋﾞﾆｰﾙｼｰﾄ等　

固定された備品、机・ロッカー等の移動　　・行う（図示）

 3　仮設間仕切り

（改修工事の場合）

仮設間仕切り等の種別

種　別

・Ａ種

※Ｂ種

・Ｃ種

下　地

※軽量鉄骨

・木造　　

※木製扉　

・

仕上げ材（厚さmm）

※せっこうﾎﾞｰﾄﾞ（※9.5　・　）

・合板（※９　・　　）　　　　 

・防炎シート

・合板張り程度

充填材（mm）

厚さ（　　）

塗　装

※無し

・片面

※無し

・片面

・行う

 (厚さ　    ) 
仮設扉

　単管　

既存ブラインド、カーテン等の養生方法及び保管場所　　・行う（図示）　　

内部足場  種別　・脚立、足場板等　

通常状態での試験（常態試験）

熱老化試験

圧縮永久ひずみ試験

いて調査した上で監督員と協議すること。

　なお受注者は、品質証明にあたって実施すべき試験及び検査、並びに製品に応じて必要な規格につ

（試験名と計測項目）

試験名

製品検査

計測項目

　第三者による品質証明書類を提出し監督員の確認を得た場合であっても、後に製品不良等が判明し

た場合に受注者の瑕疵担保責任が免責されるものではない。

※硬さ　※比重　※引張強度　※伸び　・　

※熱老化前後での変化率（硬さ、比重、引張強度、伸び）

・　

※圧縮による残留歪み　・　

※外観　※寸法　※性能　・　

（別表）

製品及び材料名

防振ゴム ディーゼルエンジン用防振ゴム、ゴム製軸継手

産業機械用空気ばね

芝保護材

落橋防止用ゴム

道路資材 車止め（ガードコーン）　視線誘導標・車線分離標

建築防水資材

弾性舗装材 ゴムチップ舗装材

・とび作業　　・鉄工（・構造物鉄工作業　・構造物原図作業）

建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

  1　適用基準等

  2　適用区分

  3　施工条件

　 -建築編-」

・ 建築物解体工事共通仕様書・同解説　　国土交通大臣官房官庁営繕部監修（平成24年版）

  4　建築材料等 ※ 本工事に使用する建築材料等は、設計図書に規定するもの又はこれらと同等以上のものとする。

　 但し、同等以上とする場合は、監督職員の承諾を受ける。

　 使用する建築材料等に「富山県グリーン購入調達方針」で定めるものがある場合には、それに

 　適合するものとする。

・ 本工事で使用する下記の品目については、公共工事における富山県認定リサイクル製品利用方針

　 において優先利用グループに区分されている製品を利用する。

　 ただし、その製品の入手が困難な場合は、監督職員と協議し、通常製品（新材で製造された

　 製品）へ変更できるものとする。

工種 品目 規格

・「公共工事における富山県認定リサイクル製品利用方針」に基づき、パイロット工事として

　 下記の製品を利用する。

品目工種 規格 製品名

 　適用工事種別   5　技能士 技能検定の職種 

 仮設工事

 土・地業工事

 鉄筋工事 

 コンクリート工事 

 鉄骨工事 

 ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ・ALCﾊﾟﾈﾙ

 押出成形ｾﾒﾝﾄ板工事

 防水工事 

・鉄筋施工( ・鉄筋施工図作成作業  ・鉄筋組立て作業) 

・ｱｽﾌｧﾙﾄ防水工事作業　　・改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼｰﾄﾄｰﾁ工法防水工事作業

・ｼｰﾄ防水工事作業 （ ・合成ｺﾞﾑ系 ・塩化ﾋﾞﾆﾙ系）

・塗膜防水工事作業（ ・ｳﾚﾀﾝｺﾞﾑ系 ・ｱｸﾘﾙｺﾞﾑ系）

・ｼｰﾘﾝｸﾞ防水工事作業  ・ｾﾒﾝﾄ系防水工事作業  ・FRP防水工事作業

 石工事 ・石材施工(石張り施工) 

 タイル工事 ・タイル張り作業

・とび作業

・ウェルポイント工事作業

・型枠工事作業　　・コンクリート圧送工事作業

・ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ工事作業

 木工事 ・大工工事作業

 屋根及びとい工事 ・内外装板金作業　　・ﾀﾞｸﾄ板金作業　　・かわらぶき作業

 金属工事 ・鋼製下地工事作業

 左官工事 ・左官作業　　・樹脂接着剤注入工事作業

 建具工事 

 カーテンウォール工事 

・ﾋﾞﾙ用ｻｯｼ施工作業　　・自動ﾄﾞｱ施工作業　　・ｶﾞﾗｽ工事作業

・金属製ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ工事作業　　・ｶﾞﾗｽ工事作業

 塗装工事 ・建築塗装作業

 内装工事 ・床仕上げ工事作業（ ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ系 ・ｶｰﾍﾟｯﾄ系 ・木質系）

・鋼製下地工事作業　　・ﾎﾞｰﾄﾞ仕上げ工事作業

・ｶｰﾃﾝ工事作業

・ｴｰｴﾙｼｰﾊﾟﾈﾙ工事作業

 排水工事

 ユニット及びその他工事

・建築配管作業

 舗装工事

 植栽及び屋上緑化工事

・溶融ﾍﾟｲﾝﾄﾊﾝﾄﾞﾏｰｶｰ工事作業　　・加熱ﾍﾟｲﾝﾄﾏｼﾝﾏｰｶｰ工事作業

・造園工事作業

 解体工事 ・解体工事施工技士 

・表装作業　　・壁装作業　　・吹付け硬質ｳﾚﾀﾝﾌｫｰﾑ断熱工事作業

※土木部建築工事監督要領による。

  7　室内空気中の化学物質 　施工完了時に室内空気中の揮発性有機化合物等の室内濃度を測定し、厚生労働省が定める指針値以

室内濃度測定対象物質

※ホルムアルデヒド　※トルエン　※キシレン　※エチルベンゼン　※スチレン

※パラジクロロベンゼン（学校施設について測定）

・フタル酸ジ-n-ブチル　・アセトアルデヒド

※測定する箇所数　　箇所、測定対象室は監督職員の指示による

測定方法

ホルムアルデヒド・アセトアルデヒド その他の揮発性有機化合物

ジニトロフェニルヒドラジン 固相吸着/溶媒抽出法

下であることを確認し、報告書を提出する。

　　・地区の区分に応じた風速（Vo(m/sec)） 　 ※３０　・３２

　　・地表面粗度区分　　　・Ⅰ　　・Ⅱ　　※Ⅲ　　・Ⅳ  

　　※多雪区域の指定

  6　技術検査

　　 の濃度測定

施工時間、工程、安全対策、工事用道路、仮設設備等は監督職員と協議する。

般

共

事

通

項

1-2

２

一

※電子納品対象工事　　　　　　

以下の示す書類を電子納品する。

※工事写真　　・施工計画書　　・完成図(CADデータ)　  ・参考図(ラスターデーター)

 25　工事写真

 26　施工図等の取扱い

 27　電子納品

３　工事に係る入札の結果、調査基準価格に満たない価格をもって入札した者が受注者となった場合

　　下記試験項目の試験頻度を２倍とする。

(2)　建設業法の規定による技術者の専任配置が義務づけられていない工事の場合

地業工事

工　　事

・ｾﾒﾝﾄﾐﾙｸの根固め液及び杭周囲固定液の管理試験（4.3.4）

鉄筋工事

ｺﾝｸﾘｰﾄ工事

鉄骨工事

・ｽﾗﾝﾌﾟ、空気量、塩化物量、強度試験（4.5.3）

・ｽﾗﾝﾌﾟ、空気量、塩化物量、強度試験（6.9.2）（6.9.3）（6.9.4）（6.9.5）

石工事

ﾀｲﾙ工事

金属工事

ﾕﾆｯﾄ及びその他工事

舗装工事

・圧接完了後の試験（5.4.9）

・ｽﾀｯﾄﾞ溶接後の試験（7.7.5）

・引抜き耐力の確認試験（10.2.2）

・接着力試験（11.1.5）

・引抜き耐力の確認試験（14.1.3）

・引抜き耐力の確認試験（20.2.4）

・CBR、締固め度、厚さ、切取り、抽出試験（22.2.5）（22.3.5）（22.4.6）

試験項目（「標仕」項目）

　 る場合の取扱いについて 　う。）の受注者がその工事の工事完成日までに本工事についても受注した場合には、全工事の設計

　額の合計額より定まる率によって算定した諸経費等から、先行工事にかかる諸経費等を控除した額

　をもって速やかに再計算し、変更するものとする。

　　本工事の請負代金額については、富山県が先行発注した下記の工事（以下、「先行工事」とい

　工事番号：　　　　　　　　工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工事

　施工計画）の内容を履行すること。

　ればならない。

 22　近接して工事を発注す

 23　総合評価方式

　事成績の減点（標準型においては、工事成績の減点及び違約金の徴収）をすることがある。

　した内容に虚偽の報告があった場合においては、富山県公共工事総合評価方式施行要領に基づき工

　録基幹技能者を配置する場合は、あらかじめ施工計画書により、登録者情報や配置予定期間、作業

　内容等を発注者に報告することとし、配置予定期間及び完成検査時において、発注者による履行の

　確認を行うこととする。なお、履行が確認できない場合、富山県公共工事総合評価方式試行要領に

　基づき工事成績の減点をすることがある。

※ 着工時製本　　　　　　　・原図版　　部　　・縮小版　　版　　部 24　完成図等

　　対象工種　　　・○○工　・□□工　　　・△△工　

・　本工事は「登録基幹技能者の配置」を活用した試行工事であり、受注者は、下記工種において登

※　上記２項目を履行できない場合及び受注者が事前に提出した総合評価方式に係る技術資料に記載

※　受注者は、実際の施工に際しては、事前に提出し適正とされた技術資料（技術提案書又は簡易な

※　受注者は、事前に提出した総合評価方式に係る技術資料に記載した配置予定技術者を配置しなけ

　（22.5.6）（22.6.6）（22.7.6）

・溶接部の試験（7.6.11）

　受注者は、東洋ゴム化工品(株)および、ニッタ化工品(株)で製造された製品や材料（以下、ゴム製

成された品質を証明する書類を提出し、監督員の確認を得るものとする。

 28　東洋ゴム化工品(株)

　　 およびニッタ化工品

　　 (株)の製品および材料 三者（東洋ゴム化工品(株)および、ニッタ化工品(株)と資本面・人事面で関係がない者）によって作

品等とする。別表参照）を用いる場合には、同社が製造するゴム製品等に対して受注者が指定した第

事

工

設

仮

2

300万画素

デジタルカメラは130万～着工前

完成時

撮影時 規　　　格 撮影箇所数 部数 備考

・サムネール版

・L版程度（3枚/頁）

※L版程度（3枚/頁）

適正数

適正数

１部

１部

施工中

施工図等の著作権に係わる当該建築物に限る使用権は、発注者に移譲するものとする。

・設ける（現場事務所と兼ねる事が出来る）　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

指定なし

２

1.50

3

土

工

事

種別　　・A種　　※B種　　・C種　　・D種　　・建設汚泥から再生した処理土

・ 現場内で処理

・ 構内指示の場所に堆積

・ 構内指示の場所に敷き均し

・ 場外に搬出し、関係法令に従い適切に処理する。

　なお、処理にあたっては「建設発生土情報交換システム」を活用する。

　構外指定場所に搬出後   ※堆積　・敷き均し

事

工

修

改

慮

配

境

環

・分析によるアスベスト含有建材の調査

分析方法 ※ 定性分析はJIS A1481-2、定量分析はJIS A1481-3による。

　※行う　　測定室（　　　　　　　）

アスベスト粉じん濃度測定

　　除去対象範囲　※図示

　・アスベスト含有成型板の除去

　　除去したアスベスト含有吹付け材等の処理　※密封処理　※湿潤化　・セメント固化

　　　　　　　　ある場合）

　　　　　　　・改修標準仕様書9.1.3(b)による（損傷、劣化等で石綿粉塵を発散するおそれが

　　除去工法　※改修標準仕様書9.1.4(c)による（原形のまま、手ばらしが可能な場合）

　　除去したアスベスト含有吹付け材等の処理　※密封処理　※湿潤化　・セメント固化

　　除去工法　※改修標準仕様書9.1.3(b)(１)による

　　除去対象範囲　※図示

　・アスベスト含有保温材等の除去

　　除去対象範囲　※図示

　・アスベスト含有吹付け材の除去

アスベスト含有建材の処理

※ 事前調査により特定建築建材の使用のおそれがある場合は、協議により分析調査を行う。

使用部位 建材名

アスベスト含有成型板リスト

4
・ 富山県電子納品運用ガイドライン（案）［建築工事編］（平成22年４月（平成26年10月一部改定））

 1　埋戻し及び盛土の材料

　　及び工法等

 2　建設発生土の処理

 1　アスベスト含有建材

　　の除去

特記仕様書

※ 完成図製本（黒表紙）　　・原図版　　部　　・縮小版　　版　　部

※ 完成図ＣＡＤデータ　　　・ＣＤ－Ｒ　１部

国土交通大臣官房官庁営繕部の「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）平成28年版」（以下「標仕」という。）

及び「公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）平成28年版」（以下「改修標仕」という。）による。

（１）図面及び特記仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定「建築物解体工事共通仕様書

・ 建築工事標準詳細図(国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修　平成28年版)

・ 国土交通大臣官房官庁営繕部「営繕工事写真撮影要領（平成28年版）」及び「工事写真の撮り方

石綿の種類

5

そ

の

他

※　建設リサイクル及び廃棄物の処理等の法令に関する届出は請負者にて行う。 1　届出等

2　保険の加入 ※　工事を請け負った解体業者は、工事期間中に解体工事に必要な機材道具に関して、近隣住民など

　　第三者に迷惑にならない処置を、自己で行わなければならない。

※　解体業者は解体に関して、業者の責任により近隣住民など第三者に損害を与えた場合、自己の責任

　　で問題解決をして賠償の責任を負わなければならない。

　　市に提出することとする。

※　当市としては、第三者保険などに加入することを推奨し、保険に加入した場合は、保険証の写しを

　「富山県土木工事共通仕様書」1-1-1-33環境対策に記載の排出ガス対策型建設機械及び低騒音型・　

 3　杭の撤去 ・ 高強度節付パイル　300-440φ Ｌ＝6ｍ　無振動無騒音埋込工法
・ 鋼製ケーシングφ使用後　埋戻しは砕石

・ 杭の撤去後は、砕石によって埋戻すこと。

瓦棒葺き

264.55

木

122 289

トタン

住宅

約8.0 約6.0

ベタ基礎

都市計画区域　　・内（・市街化区域　・市街化調整区域　・その他）　・外

氷見市　北大町　地内

家屋　解体撤去工事　一式

残置物撤去　一式

アスベスト調査　一式

No.
A-02

1A3

外部足場　種別　・枠組足場　※くさび緊結式足場　・単管本足場　・（　　　　　　）

※　基礎解体部（杭撤去部を含む）は、現場良質土にて整地を行うこと。

近隣商業地域

特定空家解体撤去工事（行政代執行）

特定空家解体撤去工事（略式代執行）


